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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第３四半期累計期間
第62期

第３四半期累計期間
第61期

会計期間
自　2018年１月１日
至　2018年９月30日

自　2019年１月１日
至　2019年９月30日

自　2018年１月１日
至　2018年12月31日

売上高 （千円） 13,550,970 14,102,467 19,008,320

経常利益 （千円） 210,983 232,442 406,927

四半期（当期）純利益 （千円） 126,507 139,843 250,656

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） 43,637 101,025 49,744

資本金 （千円） 885,134 885,134 885,134

発行済株式総数 （株） 870,165 870,165 870,165

純資産額 （千円） 5,921,270 6,090,817 6,032,093

総資産額 （千円） 12,675,410 13,406,769 14,007,868

１株当たり四半期(当期）純利益
金額

（円） 154.54 170.84 306.19

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 90.00

自己資本比率 （％） 46.7 45.4 43.1

 

回次
第61期

第３四半期会計期間
第62期

第３四半期会計期間

会計期間
自　2018年７月１日
至　2018年９月30日

自　2019年７月１日
至　2019年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 61.06 86.95

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期会

計期間の期首から適用しており、前第３四半期累計期間及び前事業年度に係る主要な経営指標等については、

当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある以下の事項が発生しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当第３四半期累計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日において判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、米中の通商問題などによる世界経済の減速や先行き不透明感の高

まりにより輸出を中心に弱さが続いているものの、企業収益の堅調な推移と雇用情勢の着実な改善により、景気は

緩やかな回復基調で推移いたしました。

建設業界におきましては、民間投資においては、高水準な企業収益を背景に増加基調で推移し、公共投資におい

ては、底堅く推移いたしました。一方で、ドライバー不足や労働時間等の問題改善に伴う働き方改革への対応によ

る人件費増加を背景に、物流費等が上昇しており、厳しい経営環境が続いております。

このような経営環境のなか、当社では適正な販売価格の維持に努め、建設需要の確実な取り込みを図り、スムー

ズで柔軟な受注体制ときめ細かな配送体制を徹底して参りました。主力販売商品を取り扱う軽量鋼製下地材・不燃

材部門においては、前年同四半期比で3.3％増収と好調に推移し、ＡＬＣ金具副資材部門を除くその他の部門にお

いても前年同四半期比で増収となりました。利益面においては、売上高の増加等により、前年同四半期比で増益と

なりました。

この結果、当第３四半期累計期間の売上高は、141億２百万円（前年同四半期比4.1％増）、営業利益１億69百万

円（前年同四半期比7.7％増）、経常利益２億32百万円（前年同四半期比10.2％増）、四半期純利益１億39百万円

（前年同四半期比10.5％増）となりました。

(2) 財政状態の分析

（資産）

当第３四半期会計期間末における資産合計は134億６百万円となり、前事業年度末に比べて６億１百万円減少い

たしました。これは主に、受取手形及び売掛金が９億61百万円減少し、現金及び預金が１億78百万円、流動資産の

その他が66百万円、有形固定資産のその他が１億42百万円増加したことによるものです。

（負債）

当第３四半期会計期間末における負債合計は73億15百万円となり、前事業年度末に比べて６億59百万円減少いた

しました。これは主に、支払手形及び買掛金が14億77百万円減少し、１年内返済予定の長期借入金が１億62百万

円、長期借入金が６億77百万円増加したことによるものです。

（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産合計は60億90百万円となり、前事業年度末に比べて58百万円増加いたし

ました。これは主に、配当金の支払及び四半期純利益計上の結果として利益剰余金が66百万円増加したことによる

ものです。

(3) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当社は、2019年９月20日開催の取締役会において、関連会社である株式会社アイシンの株式を追加取得し同社を子

会社化することを決議し、第二次資本業務提携契約を締結しました。

当該契約に基づき2019年10月１日付で、同社の49.6％にあたる72,900株を追加取得いたしました。

これに伴う企業結合の詳細は、「第４ 経理の状況　１ 四半期財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載し

ております。

(1) 株式取得の相手先の概要

① 氏　　名 新堂 好宏及びその親族１名

② 住　　所 大阪府枚方市

③ 上場会社と当該個人の関係

新堂 好宏氏は当社の関連会社である株式会社アイシンの代表取締役会長であり

ます。また、その親族１名は同社の監査役であります。上記以外に、当該２名

とも当社との間で記載すべき資本関係、人的関係、取引関係等該当事項はあり

ません。

（注）その他の株式取得の相手先である個人２名につきましては、当該個人の意向により、氏名・住所を非公表とさせて

頂きます。なお、当該２名とも株式会社アイシンの取締役であります。上記以外に、当該２名とも当社との間で記

載すべき資本関係、人的関係、取引関係等該当事項はありません。

(2) 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式・議決権の状況

① 異動前の所有株式数 37,100株（議決権の数：37,100個、議決権所有割合：25.2％）

② 取得株式数 72,900株（議決権の数：72,900個）

③ 異動後の所有株式数 110,000株（議決権の数：110,000個、議決権所有割合：74.8％）

④ 取得価額

株式会社アイシンの普通株式　　1,518,507千円

アドバイザリー費用等　　　　　　 38,424千円

合計　　　　　　　　　　　　　1,556,931千円
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,340,000

計 2,340,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2019年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2019年11月13日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 870,165 870,165
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式であ
り、単元株式数は
100株であります。

計 870,165 870,165 ― ―

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数(株)

発行済株式総数
残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

2019年７月１日～
2019年９月30日

－ 870,165 － 885,134 － 1,316,079

 

(5)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2019年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

2019年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － ―

議決権制限株式（自己株式等） － － ―

議決権制限株式（その他） － － ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    51,600
－ ―

完全議決権株式（その他） 普通株式   812,100 8,121 ―

単元未満株式 普通株式     6,465 － ―

発行済株式総数 870,165 － ―

総株主の議決権 － 8,121 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権１個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

2019年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）      

初穂商事株式会社
名古屋市中区錦
二丁目14番21号

51,600 － 51,600 5.92

計 ― 51,600 － 51,600 5.92

（注）自己株式の当第３四半期会計期間末日現在の実質所有数は51,647株であります。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2019年７月１日から2019年９

月30日まで）及び第３四半期累計期間（2019年１月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2018年12月31日)
当第３四半期会計期間
(2019年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,882,380 4,060,961

受取手形及び売掛金 ※ 5,319,080 4,357,495

電子記録債権 ※ 350,538 351,368

有価証券 20,102 -

商品 799,174 790,139

貯蔵品 5,917 5,521

その他 56,086 122,763

貸倒引当金 △10,262 △7,805

流動資産合計 10,423,017 9,680,443

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 325,521 318,818

土地 1,819,885 1,820,132

その他（純額） 83,016 225,886

有形固定資産合計 2,228,423 2,364,837

無形固定資産 51,426 46,118

投資その他の資産   

その他 1,358,968 1,374,387

貸倒引当金 △53,967 △59,017

投資その他の資産合計 1,305,000 1,315,370

固定資産合計 3,584,850 3,726,326

資産合計 14,007,868 13,406,769

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 6,635,817 5,158,613

短期借入金 170,000 170,000

1年内返済予定の長期借入金 212,482 375,049

未払法人税等 94,124 43,030

賞与引当金 39,400 104,700

その他 290,424 243,348

流動負債合計 7,442,248 6,094,741

固定負債   

長期借入金 279,230 956,258

役員退職慰労引当金 128,821 137,163

資産除去債務 25,228 25,543

その他 100,246 102,246

固定負債合計 533,526 1,221,210

負債合計 7,975,774 7,315,952
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2018年12月31日)
当第３四半期会計期間
(2019年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 885,134 885,134

資本剰余金 1,316,174 1,316,174

利益剰余金 3,942,463 4,008,634

自己株式 △122,816 △123,009

株主資本合計 6,020,956 6,086,934

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 11,137 3,883

評価・換算差額等合計 11,137 3,883

純資産合計 6,032,093 6,090,817

負債純資産合計 14,007,868 13,406,769
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

売上高 13,550,970 14,102,467

売上原価 11,356,645 11,820,471

売上総利益 2,194,325 2,281,995

販売費及び一般管理費 2,036,546 2,112,036

営業利益 157,778 169,959

営業外収益   

受取利息 3,060 2,736

受取配当金 865 809

受取賃貸料 7,701 7,521

仕入割引 42,816 43,561

投資有価証券売却益 - 12,614

その他 11,922 8,314

営業外収益合計 66,366 75,559

営業外費用   

支払利息 2,009 2,119

賃貸費用 903 834

売上割引 9,530 9,900

その他 718 221

営業外費用合計 13,162 13,075

経常利益 210,983 232,442

特別利益   

固定資産売却益 239 65

特別利益合計 239 65

特別損失   

固定資産除却損 270 9

特別損失合計 270 9

税引前四半期純利益 210,953 232,498

法人税、住民税及び事業税 99,451 110,910

法人税等調整額 △15,005 △18,255

法人税等合計 84,446 92,655

四半期純利益 126,507 139,843
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【注記事項】

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理をしております。

なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の前事業年度末日満期手形等が前事業年度末日残

高に含まれております。

 
前事業年度

（2018年12月31日）
当第３四半期会計期間
（2019年９月30日）

受取手形 221,190千円 －千円

電子記録債権 15,620 －

支払手形 794,403 －

 

（四半期損益計算書関係）

該当事項はありません。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 2018年１月１日
至 2018年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自 2019年１月１日
至 2019年９月30日）

減価償却費 40,896千円 42,427千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自 2018年１月１日　至 2018年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年３月28日
定時株主総会

普通株式 65,491 80.00 2017年12月31日 2018年３月29日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自 2019年１月１日　至 2019年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年３月28日
定時株主総会

普通株式 73,672 90.00 2018年12月31日 2019年３月29日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

（持分法損益等）

 
前事業年度

（2018年12月31日）
当第３四半期会計期間
（2019年９月30日）

関連会社に対する投資の金額 470,009千円 470,009千円

持分法を適用した場合の投資の金額 511,128 612,153

 

 
前第３四半期累計期間
（自 2018年１月１日
至 2018年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自 2019年１月１日
至 2019年９月30日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額 43,637千円 101,025千円

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自 2018年１月１日　至 2018年９月30日）及び当第３四半期累計期間（自 2019年１

月１日　至 2019年９月30日）

当社は、建設資材販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  
前第３四半期累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額  154円54銭 170円84銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額 （千円） 126,507 139,843

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額 （千円） 126,507 139,843

普通株式の期中平均株式数 （千株） 818 818

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（取得による企業結合）

当社は、関連会社である株式会社アイシンの株式を追加取得し同社を子会社化することについて、2019年９月

20日開催の取締役会において決議したことに伴い、第二次資本業務提携契約を締結し、2019年10月１日に同社の

株式を追加取得いたしました。

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 　株式会社アイシン

事業の内容 　エクステリア商品、石材の卸売販売等

② 企業結合を行った主な理由

当社は2017年６月に株式会社アイシンと第一次資本業務提携契約を締結し、同社株式の25.2％を取得し

ておりました。当社のエクステリア(※)事業は、中部地区を主体に営業を展開しており、かねてより営業

エリアの拡大と取扱商品の拡充を志向しておりました。同社との資本業務提携により、エクステリア事業

の拡大を図り、初穂商事グループの新たな事業の柱の育成を目的に関連会社としました。

今回の第二次資本業務提携契約の締結により、株式会社アイシンの株式の49.6％を追加取得し、同社を

子会社化します。これにより、初穂商事グループの連結対象会社となり、連結決算へ移行する事により、

一層のグループ一体経営を進めて参ります。また、事業活動においても双方のシナジー効果を早期に実現

すべく、邁進して参ります。

※エクステリアとは、住宅の外側にある門扉や塀、車庫などの屋外構造物の総称を言います。

③ 企業結合日

2019年10月１日（株式取得日）

2019年９月30日（みなし取得日）

④ 企業結合の法的形式

株式取得

⑤ 結合後企業の名称

株式会社アイシン

⑥ 取得した議決権比率

取得直前に所有していた議決権比率　25.2％

企業結合日に追加取得した議決権比率　49.6％

取得後の議決権比率　74.8％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が株式を取得し、子会社化するためであります。

(2) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

企業結合直前に保有していた普通株式の企業結合日における時価 772,793千円

追加取得した普通株式の対価 現金及び預金 1,518,507千円

取得原価 2,291,300千円

 

(3) 主要な取得関連費用の内容及び金額

株式の追加取得に伴うアドバイザリー費用等　　　38,424千円

(4) 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差益が302,783千円発生する見込みとなっております。

(5) 発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

(6) 企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

  2019年11月8日

初穂商事株式会社   

　取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  神 野   敦 生 　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  石 原   由 寛 　　印

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている初穂商事株式会社

の2019年1月1日から2019年12月31日までの第62期事業年度の第3四半期会計期間（2019年7月1日から2019年9月30日まで）

及び第3四半期累計期間（2019年1月1日から2019年9月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、

四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、初穂商事株式会社の2019年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第3四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、関連会社である株式会社アイシンの株式を追加取得し同社を子会社

化することについて、2019年9月20日開催の取締役会において決議したことに伴い、第二次資本業務提携契約を締結し、

2019年10月1日に同社の株式を追加取得している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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